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――賃金政策を含む――
オランダの雇用政策の歴史と課題
　オランダ型フレキシキュリティモデルは，北欧型のフレキシキュリティモデルとは異なり，政労使
の 3者が合意して成立してきたモデルであった．その根底には，既存の政治学等の研究における「柱
状社会」の論理のほかに，政労使の 3者にとって利益があるために成立がなされてきた歴史的背景が
存在した．第 2次大戦後から現在に至るまで，衝突を繰り返しながらも，政労使 3者は最終的に妥協
や合意を行えた背景を，雇用政策の歴史の背景にある賃金政策や労働政策を見ることによって振り返
り，オランダのフレキシキュリティモデルの成立を考察する．
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序：問 題 意 識
　人々の生存を保障する手段として，働くことは
重要な手段の 1つである．欧州におけるフレキシ
キュリティモデルは，経済構造や経済情勢の変化
においても人々に対して働く機会を提供してきた
モデルの一例として挙げられよう．欧州において
は，様々なフレキシキュリティモデルが存在する．
各モデルによって各々の国は，過去に一定の成果
を挙げたとされる．他方，今の欧州の不況下で，
フレキシキュリティモデル採用国でも失業率が増
加している国も存在し，フレキシキュリティモデ
ルの妥当性が問われる事態となっている．その中
で，唯一，オランダにおけるフレキシキュリティ
モデルが，一定の成果を挙げている．本論文では，
オランダのフレキシキュリティモデルの成立の背
景を探るとともに，政策の変遷を振り返ったうえ
で，オランダ型のフレキシキュリティ政策がこれ
まで「成功」とされてきた背景・要因とは何かを
探る．仮説としては，オランダの社会的背景・伝
統的政策にその要因があるのではないかと考え
る．外的要因に加え，その内的要因がゆえに，オ
ランダ型フレキシキュリティモデルが「成功」し
てきたのではないだろうかとする．本論文では，
オランダのフレキシキュリティモデルの成立背景
を本稿で示したうえで，次稿以降の研究につなげ
る．
Ⅰ　オランダ経済の現状
　現在のオランダ経済は，不況から脱出するさな
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2かにある．1982年のワッセナー合意前後の12％か
ら下落して以来低い失業率であったが，欧州経済
危機の影響で，失業率が2011年以降増大し，2014
年の失業率は 2月において7.9％まで上昇した．
その後若干落着きを取り戻し2015年 6 月の失業率
は6.9％にまで減少したが，未だ高い水準ではあ
る．近年の経済成長率は2008年まで概ねプラス成
長であったが，2009年はリーマンショックによっ
て，マイナス 3％に下落する．翌年はプラス成長
に持ち直したものの，欧州経済危機により2012～
2013年に再びマイナス成長となり，2014年は 1 ％
弱の成長にとどまった．物価上昇率については，
リーマンショック以降にプラス0.2％にまで下落
したものの，その後2013年の 6月まで緩やかに上
昇し3.1％を付けた．しかしながらその後急激に
下落し，2015年 1 月には0.0％にまで下落した．
2015年においては 0～ 1％という低い物価上昇率
のさなかにある．総じて，経済状況は2010年以降
悪化していたものの，若干の回復傾向にあるが，
失業率はやや高止まりしている．しかしながら，
他国と比べて低い水準にあり，オランダ型フレキ
シキュリティモデルの影響があるのではないかと
考えうる．
Ⅱ　オランダ型フレキシキュリティモデルの成立
過程までの政策の変遷
1 ．フレキシキュリティモデルとは何か
　フレキシキュリティ（ﬂexicurity）とは，柔軟
という意味の ﬂexible と保障という意味の
securityからなる造語である．このフレキシキュ
リティモデルとは，主に次の 3つの要素から成り
立つ．⑴解雇が容易な柔軟な労働市場，⑵手厚
い失業保険制度，⑶失業者に対する再雇用のた
めの教育訓練制度，の 3点の実施により成立して
いる．すなわち，雇用の柔軟な流動化促進によっ
て，雇用の調整弁として景気に対応しつつも，再
就職のための教育訓練を受けることによって，新
たな職を探すことが可能になるというシステムで
ある．主に，デンマークとスウェーデンの 2か国
中心で成立しており，とりわけデンマークのフレ
キシキュリティモデルはゴールデントライアング
ル（黄金の三角形）と呼ばれるモデルで表される．
2005年にＥＵにおいても，フレキシキュリティモ
デルを意識して雇用創出等を意図とした「リスボ
ン戦略（2000年のものを改正）」が採択されている．
しかしながら，オランダのフレキシキュリティモ
デルは，デンマークやスウェーデンと多少異なる
ものである．次節において，オランダのフレキシ
キュリティモデルに到達するまでの政策の変遷を
整理する．
2  ．オランダのフレキシキュリティに至るまで
の政労使の動きと賃金政策の変遷
　オランダのフレキシキュリティモデルは，デン
マーク型のフレキシキュリティモデルとは異なる
面が存在する．主な特徴としては，デンマークモ
デルよりも解雇規制が比較的強度（解雇しにくい
規制）であること，ワークシェアリングによる仕
事の分かち合いを念頭においていることが挙げら
れる．当該モデルを支えているのが，政府・経営
者（：使用者）・労働組合の 3者による協議シス
テムの存在と，そのシステム内での一定の合意が
存在することである．以下，各時代の状況に関し
て，各時代に書かれた論文を参考に時間的流れを
追っていくこととする．
　⑴　第 2次世界大戦後～1950年代
　この協議システムが成立したのは，第 2次世界
大戦直後の労使の協議に遡る．1945年の終戦直後，
ドイツによる占領から解放されたが，オランダ経
済は混乱状態であった．道路や生産設備の大部分
は破壊され，労働市場の機構の崩壊などドイツ軍
の占領によって壊滅的な状態であった．ドイツ軍
撤退の後，農工商すべての主要使用者団体中央組
織と労働組合中央団体は，労働財団を設立した．
この目的は，「使用者と労働者の協力に基づいて，
オランダ産業生活に永続的かつ良好な社会関係を
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確保すること」であった．1945年10月，労働関係
緊急勅令が成立し，政府の賃金決定と賃金管理の
ための機関として，政府調停委員会に権限の賦与
がなされ，労働財団とのそれらに関する交渉がま
とめられた．同年の第 1次賃金一般改訂において
は，賃金を1940年水準より25％，もしくは1942年
より15％引き上げる方針をとった．しかしながら，
同年中に更なる生計費の高騰があり，生計費のカ
バーができない状態に陥ったことから，1945年末
に第 2次賃金一般改訂がなされた．政府調停委員
会側は，労使が双方で合意した提案や要求をもと
に，賃金を制定するものであった．内容としては，
⑴国を大都市から純農村地域までの 5つの区分
に分けて，各々に最低賃金を提示すること，⑵
不熟練・半熟練・熟練労働者の区別を設けて，一
定の格差をつけることであり，1）政府側はこの 2
次改訂を以て，基本賃金の上昇を引き上げること
はしないというスタンスであった．2）しかしなが
ら，この状況は長続きしなかった．1948年秋には
ベネルクス協定に基づき，各種食料品価格に関す
る政府補助金がカットされた．この補償として，
所得が年3700ギルダー未満の被用者全員に対し
て，週当たり，1.1ギルダーの一律増加を行った．
次いで1949年 9 月には，第 3次一般賃金改訂とし
て，ギルダーの平価切下げによる生計費の上昇を
保障するため，生産力の増強をする代わりに賃金
増額を 5 ％認めることとした．1950年 1 月には，
朝鮮戦争の結果として消費者物価が上昇したので
強制的に物価が引き上げられた．次いで1951年に
は，国際経済の影響を受け，交易条件や国際収支
および財政政策は好ましい傾向ではなく，実際の
生計費は10％の上昇が見込まれた．同時に，必要
物資に対して継続されていた補助金を大幅に削減
することと，5 ％までの上限賃上げを行ったこと
を考慮すると，実質賃金は 5％の下落ということ
であった．この調停委員会の命令に対して，労組
はこの措置に同意し，結果的に全国で実施するこ
ととなった．法律におけるストライキの禁止はな
かったが，一部の共産党系の政治的なストライキ
を除き，ほとんど起きなかった．3）1953年には，
マージンの政策が導入される．マージンの政策と
は，毎年賃金水準決定のため，一般的な経済分析
に基づいて，ある機関が 4～ 7％の賃金引き上げ
をなしうるといった基準を定めることになる．こ
のパーセントの範囲内で，労使両当事者が賃金を
自由に決められるとする．次いで1954年には，家
賃地代の引き上げに応じ，かつ実質賃金を1951年
の水準に戻すため，さらなる 5％の賃金引き上げ
が起こった．同時に，職業別の公平な賃金の差の
確立と業績給の適用を行った．また，生産性の引
き上げを行う場合は，調停委員会の認定の下，時
間当たりの稼高の工程率を30％上回っても良いと
された．1956年 3 月には，6％の賃金引き上げが大
部分の企業によって行われた．4）これら一連の流
れに関して，労組側はおおむね賛成であったとさ
れる．総じて政労使の代表が協調して賃金政策を
推進してきた．生計費考慮と職種間における一定
の区別を鑑みながらも，全体としては政労使の交
渉によって，当時は断続的な賃上げが実施されて
きたのである．かつ，一連の政策に国家が介入し
事実上の直接統制になっているので，この時期の
政策を「国家的賃金政策」という．
　⑵　1960年代
　戦後から続いていた国家的賃金統制政策に改変
が生じたのが，1959年である．これまでの賃金政
策から，差別的賃金政策（格差賃金政策）への転
換が行われた．契機となったのは1956～58年の一
時的な景気後退によるものであった．1959年には
政府のディスインフレ政策により国際貿易は黒字
化し，かつ国民総生産の伸び率が戻ると同時に，
1958年以降の失業増加が，1959年にも減少傾向を
たどった．1959年には，総選挙において労働党が
入っていない連立政権が終戦後初めて成立し，以
下の差別的賃金政策が成立することとなった．以
下は，梶原（1963）が報告した論文をもとに説明
する．差別的賃金政策とは，中央集権的統制の枠
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4内で，個別産業により大きな賃金決定の自由を認
め，生産性を基準として，各産業だけでなく，各
企業間においても，賃上げ率の差異を認めた政策
である．基準となるのは，「労働者 1人当たり生
産性の上昇」とし，各産業のみならず各企業間に
おいても，労使が協議して，賃金やその他労働条
件の改善を行うことができるような必要な措置を
講ずることを目的としたものである．当時の政府
調停委員会は1959年に，このような新賃金政策の
実施において，社会相（政府）から政府調停委員
会に対して，賃金等に対する方針の指令が下され
た．この下された指令を日本語かつ要約したもの
を，梶原（1963）の文章より引用すると，以下の
通りになる．「⑴調停委員会は，差別的賃上げの
申請を好意的に審議しなければならない．各産業
または企業については，1959年および将来におい
て予測される労働生産性の上昇を主要基準とす
る．地域間格差の縮小，利潤分配性，年金または
貯蓄制の採用申請をもまた審議する．⑵ただし，
設定しうる格差の幅はある程度制限される．『公
平な賃金格差維持の原則』に著しく反するような
賃上げ申請はこれを修正しうる．他方，ある産業
または企業の賃上げが国全体の平均生産性上昇を
上回っていると認められる場合は，委員会は労使
間で妥結されたものの引き下げを求め，または命
ずることができる．⑶いかなる場合においても，
賃金または付加給付の引き上げによるコスト増を
物価に転嫁してはならない．調停委員会がいずれ
かの理由で，個別協定による賃上げ率を引き下げ，
その結果それが当該企業または産業における生産
性上昇の予測を下回った場合には，その差額は販
売価格の引き下げに回さなければならない．⑷
有効期間 1年を超える要約を締結することができ
る．特に賃上げが将来の生産性上昇に結び付けら
れる場合そうである．⑸委員会は週48時間から
段階的に労働時間を短縮して，週45時間となすこ
とを認可する．」政府調停委員会は，ほかにも労
組側の意見に対して，指令の疑義解釈を提示し
た．5）一連の指令と疑義解釈が意味することは，
差別的賃金制度の導入といっても，各産業・企業
における賃上げの自由は，相当大幅に制限されて
いるということである．ただし，政府側は様々な
面で妥協する場合もあったとされる．結果とし
て，1959年においては賃金・俸給労働者数は全体
の15～20％にとどまったが，1960年に入り賃上げ
が進み，全賃金労働者の97％が賃上げを受けた．
家賃と社会保障費の埋め合わせもあったため，総
計 8 ％（ 4%が 2回）以上の賃上げが，1959年か
ら1960年の間に行われたことになる．これら一連
の動きに対して，労組の一部（N.V.V）は使用者・
政府側に対し，1959年の政府の表明から1960年に
かけて不満を表明した．主な 2回の宣言の不満を
まとめると，⑴賃金政策は，ほかの重要な社会・
経済政策の諸目的（完全雇用・国際収支の均衡・
物価の安定）と両立する限りにおいて，労働者の
分け前の増大を目的としなければならない．とこ
ろが1959年の好調な経済成長において，国際収支
の黒字と投資の拡大があったにもかかわらず，国
民所得における労働者の分け前は低位におかれ
た．⑵賃上げの遅れがちなグループに格別の注
意を払わなければならない．しかしながら1960年
において，新賃金政策の下で，実収賃金の上昇が
労働生産性の上昇に常に遅れている，等と述べて
いる。その後，政府と中央労使協議会・金属産業
協議会においては，1960年および1961年について，
年賃金の1.5％の一時金を支給することに意見が
一致した．一部賃上げの決定を取り消したことに
対して一部の労組がストライキを起こしたもの
の，1961年に入り一旦，景気の頭打ちや賃金の改
訂に区切りがついたことから，労組側（特に N.
V.V）の賃金政策論議は下火となった．しかしな
がら1961年には，賃金改定の時期が迫り，政府と
中央労使協議会での交渉の結果「Oud-Wassenar
協定」が締結された．この協定によると，⑴生
産性のトレンドが 6 ％の時は，賃上げは5.5％と
なり，5%の時は，賃上げは4.25%となるなど，
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賃上げ率を抑える．⑵1962年に予定されていた家
賃値上げ分を埋め合わせるための賃上げを行う．
などの，経済情勢を踏まえたものを締結した．
1962年に入り，7月には，社会経済協議会は，答
申として，「賃金引き上げは最早個々の産業の生
産性によって決定されるものではなく，あらゆる
経済事情を考慮して決定されるものとする．―中
略―ただし，その方法としては，政府は，労使か
ら要請された場合または賃金事情が手に余るよう
な事態になった場合に限って政府の介入を認め
る」（田坂（1965））というものであった．これを
政府側は，緊急時のイニシアティブを最低限存続
できるという点を持ったため，基本的に受け入
れ．1963年 1 月 1 日から新たな賃金政策が実施さ
れた．しかしながら結果的には，賃上げ限度を労
使ともにその下部組織からの圧力によって無視せ
ざるを得ない状態になって上昇することとなり，
製造業の 1時間当たり賃金は，限度である2.7％
を超えた 5％の上昇となる．そこに加えて，賃金
ドリフトや年金の一時支給などが重なった．そこ
で1964年には，賃上げ最高限度が，中央労使協議
会で過去最高の10%と決定された．そのうち，
5 %は隣接諸国との賃金格差を埋めるためのも
のであり，残り 5％は公認された賃金と非公認さ
れた賃金の間のギャップを埋めるものであった．
結果的に1964年の上半期には，賃金は12.8%の上
昇，消費者物価は4.4%の上昇であったものの，
同年下半期には，賃金は2.0％の上昇，消費者物
価は0.8%の上昇にとどまった．背景としては，
近隣諸国のより高いインフレとの差において輸出
が上昇したが，その輸出を上回る輸入を発生させ
たこと，およびインフレ抑制政策が実施されたこ
とによる．財政・金融引き締め政策，価格協定規
制対策，直接価格政策などを実施したことが挙げ
られると考えられている．以降，1970年に至るま
では，失業率は 1 %台前半を保つ一方で，労働
時間の短縮や物価・賃金の上昇が随時発生した．
　⑶　1970～80年代
　1970年代初頭，オランダ経済は好景気に恵まれ
た．しかし，後にオランダ病と呼ばれる不景気に
突入する．オランダは1970年代に北海油田より産
出された天然ガスを元にした産業を中心に据え，
貿易黒字を稼いだ．同時に，貿易黒字による財政
を社会保障の整備にまわしていた．しかし，貿易
黒字による自国通貨高によって製造業を中心とし
た輸出産業は大きく打撃を受けた．加えてオイル
ショック収束により，天然ガスの需要が減ったた
め，天然ガスを元にした産業に更なる打撃を与え，
多くの失業者を生み出すことになった．法人税の
減収や産業の空洞化などに直面したうえ，整備中
の社会保障費も増大し，大幅な財政赤字に陥った．
いわゆる「オランダ病」に陥ったのである．1970
年代中盤においても賃金率（製造業）の上昇は年
10％台であり，消費者物価指数の上昇率も年10％
台であった．しかしながら，その後失業率は上昇
し，1980年代に入り，12％ともいわれる高失業状態
が発生した．この「オランダ病」からの脱出のた
めに，政府は賃金抑制による雇用確保とインフレ
抑止，公務員給与と社会保障給付の削減による財
政支出の縮減を目指し労使に協力を訴えるととも
に，公務員給与・最低賃金・社会保障給付の凍
結を宣言し労使への協力の圧力をかけた（水島
（2012），50ページ）．他方で，使用者側や労働者側
も「オランダ病」に陥った後に幾度かの合意を行
おうとした機会はあったものの，意味のある合意
に達することは繰り返し失敗していた．政府の介
入がより迫っているさなか，政府の介入を避けつ
つ，雇用の確保，企業業績の回復に取り組む必要
性を感じていた労使のリーダーもこれに合意した
（水島（2012），51ページ）．政府・使用者・労働者
の 3者が雇用・賃金・減税に対して包括的な合意，
いわゆるワッセナー合意を行った．ワッセナー合
意はわずか 2ページの文書の中に78項目が書かれ
たものであり，大まかには前半 6項目からなる検
討事項と後半 3 項目なる勧告に分かれる（久保
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6（2010））．雇用の構造的改革の必要条件として経
済成長，企業の競争力・収益の回復が欠かせない
ことを指摘したうえ（久保（2010））で，3者が痛
みを分かち合う形での合意となっている．具体的
には，⑴労働組合は賃金上昇の抑制に協力する，
⑵企業は労働時間を結果的に短縮すること（週
40時間を週38時間に減少）6）を進めたり，パート
タイム労働の活用を行うことで雇用の確保に努め
る，⑶政府は財政支出の抑制に努めると同時に，
減税を行うことによって労使の負担を軽減させ
る，といったものである．この後，1983年の労働
財団の答申書ではいわゆる「パートタイム勧告」
として「パートタイム労働と労働時間形態の多様
化を促進することに関する考察と勧告」が出され，
労働の多様化を目指すパートタイム労働の方針が
示された．これにより，パートタイム労働・時短
労働が増える契機となった．主にワッセナー合意
後のオランダでは，景気回復と同時に様々な労働
に関する法案が成立した．ワッセナー合意以降，
短時間正社員の拡大や経済政策の実行により，失
業率の低下と景気回復がなされた．
　⑷　1990～2000年代　
　1990年代に入り，短時間正社員と正社員との待
遇を同一化，および有期雇用労働者（一時的雇用
（テンポラリー雇用）等）が無期雇用化するため
の法律も整備され，オランダの労働者に対する権
利が拡張されることとなった．これらを契機に
1990年代以降，ニューコース合意（1993年）や，
労働時間差別禁止法（1996年），柔軟性と保障法
（1999年），労働時間調整法（2000年）などが成立
し，フルタイムとパートタイムの差別が禁止され，
同一労働・同一賃金やフルタイムとパートタイム
の乗り換えが可能になるなど，様々な改革が行わ
れた．結果として，経済成長率は EU平均を1990
～2000年にかけて 1 ％ ptほど上回り，失業率は
EU平均より低水準となった．財政赤字は対 GDP
比マイナス 3％を基準とした EU基準をいち早く
下回り，1999年には25年ぶりの財政黒字を達成し
た．いわゆる「オランダモデル」として知られて
いる状態となったのである．
　⑸　ワッセナー合意以降の成果
　佐藤（2013）を引用すると，次のようになる．
ワッセナー合意で重要なのは，雇用維持において
使用者側が労働者の雇用維持を行うことを決め，
同時に雇用時間の短縮による方法で実現を図った
ことである．法定労働時間を週40時間から週38時
間に短縮するとともに，パートタイム（週35時間
以下）の労働者の権利を正規労働者並みに引き上
げることによって，正規と正規以外の職員の権利
の平等を図り，結果的に社会全体としての雇用拡
大を図ってきた．
　表 1は，オランダにおけるパートタイム労働者
の割合である．1982年のワッセナー合意直後にお
ける1983年の値と2010年の値の差は歴然としてい
る．とりわけ女性のパートタイムの割合が急激に
増加していることが見て取れる．この間の実際の
雇用総数の推移を確認すると，以下の通りになる．
表 2におけるパートタイム数の増加では，特に女
性の割合が高いことが判明する．
　オランダにおいてパートタイム雇用が創出でき
表 1 　パートタイム労働者の割合
（単位：％）
Year 1983 1990 1995 2000 2005 2009 2010
Men 6.8 14.8 11.8 13.4 15.3 17.0 17.2
Women 22 36.4 55.1 57.2 60.7 59.9 60.6
Total 　（11）※ 　－ 29.4 32.1 35.6 36.7 37.1
　注）※は推計　
出所）Visser and Hemerijck（1997），労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較（2012）」より，筆者作成
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表 2　パートタイム労働者数の変化
（単位：万人）
1983年 2008年 増加数
合計 57.3 291 233.7
男 22.3 66 43.7
女 35.0 225 190.0 
出所） Visser and Hemerijck（1997），労働政策研究・研修機構
「データブック国際労働比較（2012）」より，筆者作成
た最大の要因として，ワッセナー合意における労
使間での賃金カットおよび労働時間短縮による
ワークシェアリングの実施が存在する．前項にも
取り上げたように，ワッセナー合意によって労働
時間は週40時間から週38時間へと 5％カットが行
われた．賃金はマクロ経済スライド制を凍結し，
名目賃金は据え置きとなった．老後に支給される
社会保障費の最大受給額を最大賃金の80％から
70％に削減することを同時に行い，法人税などの
減税が行われた．いずれも政労使の「痛み分け」
から行われた改革である．ワッセナー合意がもと
になって，オランダではパートタイム労働者がフ
ルタイム正規労働者と同等の権利を得られる法律
が1990年代に制定されたのは，前項に述べた通り
である．
Ⅲ　オランダの政労使の仕組みとその利益
　本章ではオランダと北欧型の雇用システムの違
いを挙げたうえで，システムの違いの発祥はどこ
か，システムの違いによってオランダ独自の政労
使の利益となるものは何かについて考察する． 
　佐藤（2013）では，宮本（2004）をもとに，表
3のように，福祉国家の社会保障レジームを整理
した。
　オランダは，従来日本と同じく保守主義レジー
ムに属し，男性が働き手として社会で勤労し，女
性が家庭に入ることを望むレジームであるとし
た．しかし，景気悪化にともなって，ワッセナー
合意後は，女性もパートタイム労働者として社会
に進出し，男性とともに働き手として社会に貢献
するというレジームに転換しているとし，これを
労働や給与のワークシェアリングという意味で
「1.5型モデル」型経済の成立を成し遂げてきたと
した．またこのレジームを水島（2012）では，ポ
スト保守主義レジームとして，保守主義レジーム
からオランダの独自に変遷した雇用システムであ
ると述べていた．したがって，スウェーデンやデ
ンマークでは積極的労働市場政策により，柔軟な
解雇政策の代わりに，労働移動を，労働訓練を受
表 3　従来の福祉国家の社会保障レジームの区分
レジーム 社会民主主義 自由主義 保守主義
北欧 アメリカ，イギリス ドイツ，日本，オランダ
労働市場の形態
積極的労働市場政策と柔
軟な雇用形態．再訓練に
よるミスマッチ解消．
弱い規制と柔軟な労働市
場．市場自体のダイナミ
クスによる雇用創出．
職域の社会保障と硬直し
た労働市場．早期退職奨
励，女性の非労働力化．
福祉国家の役割 機会保障型 セーフティネット型 職域・家族補完型
相対的に強い保障プログ
ラム
教育・社会サービス 公的扶助
男性稼ぎ主が加入してい
る社会保険
社会的連帯の基軸 政府 市場 職域・家族（政府は補完）
出所：宮本（2004）「福祉国家の類型と形態」の表を一部改変
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8けさせることによって行っていたのに対し，オラ
ンダでは柔軟な解雇よりも，皆で仕事を分かち合
うシステムの成立があったのである．このような
オランダ社会の特徴は，1929年の大恐慌における
労働組合失業保険基金にその発端を見ることがで
きるのではないかと考える．ラスト（1959）の指
摘では，政府や雇用者（＝使用者のことを表すと
考える）にとっては，失業者の絶望を緩和し，共
産主義的な思想を持たないようにすることができ
うると考え，他方，労働者側においては，失業基
金から支払いが行われるというシステムの構築が
存在していたという．7）したがって，オランダの
システムの根幹には，政治学や水島（2012）で指
摘される「柱状社会」，すなわち，宗派ごとの助
け合いが成立させているシステムのほかに，社会
的に政労使が協調を行うべき合目的理由が存在し
たのではないかと提唱したい．更に，オランダ労
組の中心的な役割を担ってきたオランダ労働総
同盟が政府による国家的賃金政策を支持してき
た理由について Zoeteweij（1955）は次のよう
な整理を行っている．Zoeteweij（1955）では， 
H.W. Singerの考え方を引用し，スウェーデンと
の政策の差異を述べている．この差異について
Zoeteweijの論文を部分的に引用すると次のよう
な指摘がなされている．「スウェーデンの労働組
合総連盟は，賃金算定にとって重大な脅威は労働
組合による強力な交渉よりも，高度利潤の追求を
許された場合の指導者による競い合いの方である
と考えて，ある種の政府による完全雇用政策を主
張しているが，この場合にも全体の有効需要はそ
れ自体では完全雇用を維持するには足りないので
はないだろうかとしている．すなわち，完全雇用
はないと考えている．加えて，有効需要の全般的
な上昇において，局部的な失業と対決しようと試
みるならば，利潤の一般水準が高くなりすぎて賃
金の安定を維持しえなくなるであろうとレーン一
派が述べており，国家的賃金政策の実施をもし行
うとするならば，部分的にその政策そのものを無
用なものとする方法によるということである．」
すなわち，完全雇用は無理であり，それを行おう
とすれば，部分的に政策を無効としなければなら
ないと述べている．対してオランダの労働総同盟，
すなわち労働組合（中立派）は，賃金政策に関し
て国の統制政策を受け入れても，労組は労組の分
け前を要求するものであり，同一賃金同一労働の
原則等を用いて，労働者に利潤分配されなければ
ならないとするという考え方も持っていた．よっ
て，根本的に考え方が異なるのである．当時のオ
ランダ労働総同盟が当時の国家的賃金政策を支持
した理由は以下の点である．すなわち，⑴完全雇
用と高度の生産性は同時に達成される目的であっ
て，労働者とその組織にとって有益である．⑵
同一労働同一賃金は労働組合の見解を以てすれば
衡平という原則にとって最も根本的なものであ
る．⑶同一労働同一賃金の原則は産業内および
一事業者内の支払可能性あるいは支払能力の差に
由来する賃金差を排除し，公平な賃金構造の確立
のために全国的に統合調整された職務評価，賃金
率設定，業績賞与を要請するものである．⑷こ
の原則の厳格な適応は，能率の悪い事業場や産業
に圧力をかけ，生産性を高めるかもしくは事業を
放棄せしめ，使用者が非能率ゆえの負担を労働者
に転嫁することを不可能にする．⑸よって賃金
政策の制度は，中央に統合さるべきである．⑹
完全雇用は自動的に達成され維持されるものでは
なくて，特殊な政策の施行にまつものである．そ
して政府こそそのような政策に責任を有する．そ
の政策の成否は，一般的な賃金水準にある．⑺
よって完全雇用政策を遂行しつつある政府は，賃
金水準に決定的な影響を及ぼす権限を与えられる
べきである．というものである．結論としてまと
めるならば，第 2次大戦前から存在した合目的理
由は，第 2次大戦後も，意見の相違や対立はあっ
たものの，基本的には政労使が最終的には協調し
て経済システムを支える根幹となっているのでは
ないかと考えられうるのであり，その背景には，
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各々の利益を得るための合目的理由が存在したと
いうことが考えられうるのである．
結び：問題点と今後の課題
　本論文では，戦後のオランダの雇用政策から現
在の政策を見ることによって，オランダにおける
雇用政策の歴史を振り返り，その根底となる考え
方がどこにあるかを整理した．その結果，オラン
ダ経済が政治学的な柱状社会だけでなく，政労使
3者の各々における利益を考えて成立している合
目的理由が現存しているということをⅢ章で指摘
した．この一定の信頼関係をもととした政労使シ
ステムによって，1982年のワッセナー合意や，1990
年の諸法律の制定による同一労働同一賃金などフ
ルタイムとパートタイム労働者の同等な権利の保
障がなされてきた．
　今後の問題として，昨今の失業率増加や有期雇
用形態（テンポラリー労働者や若年失業者，派遣
労働者，等）の増加が考えられる．経済危機とい
う外的要因もあるが，オランダの 3者合意，連帯
を意識するシステムの継続によりその長短がある
のではないかとも考えられうる．3者合意によっ
て一定の雇用保障や賃上げのシステムは保障され
る一方，一度解雇された労働者が有期雇用形態と
いうシステムに滞留する可能性もある．解雇者は
労働と失業保険を受けつつも，基本的には自主的
に仕事を探し，見つかった仕事に就くというワー
クフェア型社会を推進するなかで，失業者の増大
と有期雇用形態の増加が，オランダの 3者合意の
システムが変遷する契機となるか，今後の景気情
勢と政策次第であると考えうるだろう．
注
1 ） Zoeteweij（1955）によれば，「オランダの労働者
の大多数は，職務評価に基づく「衡平」な賃金差を
歓迎していると考えられている」としている．
2）例外として，実収賃金の変化が労働生産性の上昇
や生産費の低下と結びつく限りでは，賃金率の増額
が認められた．かつ，その場合の個別のケースにお
いて，個別の賃金構造も考慮することも可能とした．
実際のところ個別のケースは6000件／年を超えたと
いう．
3）戦後の労働争議による損失日数は他国に比べて極
めて低く，1955年までのデータでは，損失日数は
0.1％以下であった．
4）社会経済評議会が1955年に「社会経済評議会は，
雇用状態，収益力，生産性に基づく賃金格差を賛成
すると同時にそれが構成的な賃金格差の拡大に矛盾
にしないよう」に提言した．この提言を基に政府は，
（a）賃上げ率は当該産業の生産性，未充足求人数
および収益力に応じて， 3～ 6％の範囲で産業ごと
に交渉して決める．（b）賃上げ率のうち 3%まで
は価格引き上げによって消費者に転嫁しうるが，
3 %を超える部分については価格引き上げによっ
てこれを吸収することは許されないとした．このよ
うな賃上げ措置をとったため，結果的にほとんどの
産業で 6 %の賃上げが行われた．
5）疑義解釈の要約について、梶原（1963）では以下
の通りにまとめている．（a）1960年 1 月 1 日以前
に始まる協約については，最初の賃上げの巾は，そ
れに先立つ 6か月間における生産性の上昇率によっ
て決められる．1960年 4 月 1 日以前に始まる協約に
ついては，1959年 7 月 1 日に始まる期間を賃上げ巾
の決定のために用いることができる．（b）1958年
10月を基準として，年間生産性上昇率を算定するこ
とができるが，当該協約の終了時までには，生産性
上昇の範囲内に引き下げなければならない．（c）短
期間の協約を締結する場合には，過去の生産性上昇
によって認められる賃上げは，協約期間中賃金コス
トを増加させないように，一時払いの形をとること
が望ましい．（d）生産性に基づいて算定された賃
上げ額は，その後における自主的な賃上げを考慮に
入れて，協約開始時に 1％，その後においては 1年
につき，0.5％引き下げなければならない．
6）もっとも，時短に関しては使用者側がパートタイ
ムの活用を当初求めたのに対し，労働者側は
ETUCの戦略を参照とした時短によるフルタイム
雇用の活用を求めた．政府側は時短によって浮いた
時間を労働者の副業に使われることを恐れた．だが，
最終的に政府・使用者側は経済の回復を求めるため，
使用者側は時間短縮を図るためというところで交渉
を行い，1984年の交渉において事後的に成立した．
7）ラスト（1959）の指摘では，当時の失業保険の保
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険料は，労働者とその使用者がそれぞれ半額ずつ負
担し，基金の管理は労働組合側が行い，政府はその
活動に対して統制と支払いの保障をしているとして
いる．
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